
1

平成25年2月12日（火）

大阪府河川構造物等審議会

資料２

津波発生時における防潮施設の操作について



西大阪地域図

西大阪治水事務所発行のパンフレット「西大阪地域高潮対策」より 2



西大阪地区の防潮施設(管理者別)配置図

木津川水門

尻無川水門

安治川水門
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凡 例
大阪府
大阪市港湾局
大阪市建設局
国土交通省



津波予警報の発表に伴い閉鎖する防潮施設数
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※津波注意報とは、予想される津波の高さが高いところで、0.2m以上0.7m未満の場合
津波警報とは、予想される津波の高さが高いところで、0.7m以上2.5m未満の場合
津波警報（大津波）とは、予想される津波の高さが高いところで、2.5m以上の場合

施設管理者等 全防潮施設数 
津波注意報 

（津波高 0.5ｍ程度） 

津波警報 

（津波高２ｍ程度） 

大津波警報 

（津波高３ｍ以上） 

国土交通省 

近畿地方整備局 

水門 ２ ２ ２ ２ 

防潮扉等 ６ ０ ０ ６ 

計 ８ ２ ２ ８ 

大阪府 河川室 

水門 ８ ２ ４ ８ 

防潮扉等 ６４ ５ ５３ ５６ 

計 ７２ ７ ５７ ６４ 

大阪市 建設局 

水門 ４ ４ ４ ４ 

防潮扉等 ４ ４ ４ ４ 

計 ８ ８ ８ ８ 

大阪市 港湾局 

水門 ８ ８ ８ ８ 

防潮扉等 ３５６ １４ ３５６ ３５６ 

計 ３６４ ２２ ３６４ ３６４ 

西大阪地区 計 

水門 ２２ １６ １８ ２２ 

防潮扉等 ４３０ ２３ ４１３ ４２２ 

合計 ４５２ ３９ ４３１ ４４４ 

 

【現在（H24.3～）】



気象庁の「津波警報等」の見直し



◎方向性
●早期警戒
第１報の迅速性は確保。確度を高めた警報へ更新していく。
●安全サイド
津波波源の推定の不確定性の幅の中で安全サイドに立った警報発表。

なお、「強い揺れを感じたら自らの判断で逃げる」という基本を周知徹底したう
えで、基本方針のもと、数十年から数百年に１回というような大津波にも的確に
対応できるようにする。
一方、頻繁に発表されるM8程度以下の地震に対する津波警報・注意報の確度
を高めるよう努める。

津波警報改善の方向性と改善内容

◎改善内容
●ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ８を大きく超えるような巨大地震で、地震に規模が過小と判断した
場合、非常事態を告げる。
「巨大」や「東日本大震災クラス」等定性的表現を用いた津波警報第1報を発表。
●新たに整備する広帯域強震計で地震発生から約15分後には
巨大地震でも地震の規模を適切に決定し警報更新に活用。
●沖合水圧計、ＧＰＳ波浪計の津波観測データによる的確な警報更新と
沖合津波観測情報の発表。



○ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ８を大きく超えるような巨大地震が発生した場合は、予想される津波の高さ
を「巨大」、「高い」等の定性的表現を用いた大津波警報、津波警報を発表する。
○ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ８程度以下の地震では、津波警報等は予想される津波の高さを数値で発表する。

津波警報・注意報の分類と、とるべき行動



座長 阿部勝征 東京大学名誉教授
今村文彦 東北大学教授
岩田孝仁 静岡県危機管理部危機報道監
越智繁雄 内閣府参事官

（地震・火山・大規模水害対策担当）
片田敏孝 群馬大学大学院工学研究科教授
佐竹健治 東京大学地震研究所教授
高橋重雄 （独）港湾空港技術研究所理事長
谷原和憲 日本テレビ放送網報道局

ネットワークニュース部長
山口英樹 消防庁防災課長
山﨑 登 ＮＨＫ解説副委員長

座長 阿部勝征 東京大学名誉教授
副座長 田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究セ

ンター長・教授
岩田孝仁 静岡県危機管理部危機報道監
内山研二 (社)日本民間放送連盟災害放送専門部会

(ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ
制作センター ニュース情報部担当部長) 

梅原康司 須崎市地震・防災課長
越智繁雄 内閣府参事官

（地震・火山・大規模水害対策担当）
片田敏孝 群馬大学大学院工学研究科教授
越村俊一 東北大学大学院工学研究科准教授
近野好文 (財)日本気象協会専任主任技師

【気象振興協議会推薦】
酒井泰吉 日本放送協会報道局災害・気象センター長
佐竹健治 東京大学地震研究所教授
高橋重雄 (独)港湾空港技術研究所理事長
谷原和憲 (社)日本民間放送連盟災害放送専門部会委員

(日本テレビ放送網報道局
ネットワークニュース部長) 

平松 進 石巻市総務部防災対策課危機管理監
福島弘典 ＮＴＴドコモ災害対策室長

【電気通信事業者協会推薦】
山口英樹 消防庁防災課長
山田 守 釜石市市民生活部防災課長

＜参考＞津波警報の改善に関する有識者会合

○東北地方太平洋沖地震による津波被害を
踏まえた津波警報改善に向けた勉強会
（平成23年６月～９月、全３回）

○津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する
検討会

(平成23年10月～平成24年１月、全３回)



津波シミュレーション結果による津波高
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安治川
水門

尻無川
水門

木津川
水門

正蓮寺川
水門

六軒家川
水門

出来島
水門

三軒家
水門

旧猪名川
水門

昭和南海地震
M8.0

想定南海地震
M8.4

施設計画上の津波（Ｌ１）

2.2 2.5 2.9 2.1 1.9 2.2 2.9 0.7

南海ﾄﾗﾌ巨大地震
M9.1

最大クラス相当の津波（Ｌ２）

3.2 3.3 3.4 2.9 2.9 2.3 3.1 1.3

○昭和南海地震の津波シミュレーション結果では、
M8.0の地震での大阪市内の最高津波高は１ｍ程度である。

○M9.1の南海トラフ巨大地震であっても河川遡上した津波高は３．５ｍ迄と推察される。
○３大水門の耐波性能照査では、

津波高２ｍ以下の場合、水門が損傷を受けて操作不能となる可能性は低い。

堺 1.60m、大阪 0.90m
（※1946津波痕跡記録：堺 1.22m、大阪 0.50m）



水門上流域の防潮施設の耐震性
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○防潮堤
巨大地震発生の際には、
地盤の液状化が発生し、河川堤防の
沈下することが懸念される。
＜西大阪地域の堤防の耐震対策状況＞

・要検討箇所 ９．１km（うち対策済み１．４km）

○防潮扉（鉄扉）
巨大地震発生の際には、堤防で想定外の変位が生じることも懸念され、
現場の悪条件が重なった場合、閉鎖が“困難”となる可能性がある。
＜水門上流域の津波警報時の防潮扉の基数＞
・安治川水門 ０箇所
・木津川水門 ４箇所（府４）
・尻無川水門 ２７箇所（市６ 府２１）

○堤防等防潮施設については、「大阪府地震防災アクションプログラム」に基づき、
早急に耐震補強等の有効な対策を実施していく。

○一方、直面する津波防御に対しては、東日本大震災の教訓を踏まえ、あらゆる
危機事象の発生を想定し、水門を閉鎖するなど多重防御で対応する必要がある。

写真－大規模な堤防損傷の例（土堤）

写真－防潮扉の閉鎖状況



気象庁津波情報をもとにした防潮施設の操作（案）
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・津波注意報の発表：１ｍの津波高を想定し、上流河川の利用状況を考慮して施設を操作
・津波警報の発表：想定昭和南海地震（M8.4）を想定し、多重防御の考えのもと安全側に施設を操作
・大津波警報の発表：最大クラスの津波（M9.1）を想定し、全施設を操作

防潮堤（護岸高OP+）
【地盤沈下考慮 -20cm】

３大水門 ５中小水門 鉄扉（敷高OP+）

地震規模 津波情報 津波高 水門上流 水門下流

安治川 尻無川 木津川 出来島 旧猪名川 正蓮寺川 六軒家川 三軒家 3.2m以下 3.2m以上
（H25.3.7～） 4.8m 6.4m

1m

中小地震 津波注意報 （OP+2.4m～3.2ｍ） 確保 確保 開 開 開 閉 開 開 開 閉 閉 開

（0.2m≦高さ≦1m） ※潮位OP+2.2m （3.2m） （3.2m）

3m（高い）

M8.0未満 津波警報 （OP+3.2m～5.2m） 溢水 確保 閉 閉 閉 閉 閉 閉 閉 閉 閉

（1m＜高さ≦3m） ※潮位OP+2.2m （5.2m） （5.2m）

5m（巨大）

M8.0以上 大津波警報 （OP+5.2m超） 溢水 確保 閉 閉 閉 閉 閉 閉 閉 閉 閉

（高さ＜3m～10m超） ※潮位OP+2.2m （5.2m） （5.2m）

閉 閉 閉 閉



伝法水門

西大阪地区の大津波･津波警報発表時の防御ﾗｲﾝ

西島水門

出来島水門

正蓮寺川水門

六軒家川水門
安治川水門

道頓堀川水門

尻無川水門

木津川水門三軒家水門

住吉川水門

旧猪名川水門

閉鎖

水門の開閉状況

東横堀川水門

城北川大川口水門

※外に防潮扉等
大津波警報時430基閉鎖
津波警報時416基閉鎖
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